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 木造密集市街地では，地震火災対策が喫緊の課題となっているが，どのように危険でどのような対策が

目に見える形で有効なのかがイメージし難いため，ソフト，ハードの両側面の対策が遅れている． 

そこで，地震火災の延焼リスクのみならず，避難場所の火災熱リスク分析システムならびに，防火樹木

の効果を組み込んだシミュレーション・システムを開発する．そして，開発したシステムを，地区防災計

画における減災計画に位置付け，神奈川県茅ケ崎市と愛媛県松山市の立花地区を対象に，既存の避難場所

の安全性について検討するとともに防火樹木による避難場所の安全性の確保について報告する． 
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1. はじめに 

 

明治以降100人以上の犠牲者を出した地震津波災

害に着目すると，1948年の福井地震まで，15の地震

が発生している．すなわち，平均5年に一度の頻度

で発生していることになる．近年では，1995年の阪

神淡路大震災より，日本は地震の活動期に入り，

2011年の日本大震災発生から，本格的な活動期に入

ったと言われている． 

今後，30年以内の70％の確率で，都市直下地震，

南海地震が発生すると想定されており，さらには，

それ以外の大規模な地震が，いつどこで起きても不

思議ではない．従って，沿岸部では津波対策，都市

部では地震火災対策が喫緊の課題となっている．津

波災害から命を守るためには，いかに速く津波が来

る前に高台に避難できるのかを目的とした研究が行

われている1),2)．一方，地震火災については，地域

でどのような延焼被害や人的被害が発生するかとい

った定量的分析3)や，研究者による地震火災延焼シ

ミュレータータ開発の研究4)に留まっている．それ

らの研究に対して，糸井川は，火災延焼シミュレー

タをまちづくりのための核となる情報システム4)と

しての役割を期待している． 

著者等は，関東大震災，阪神淡路大震災で発生し

た地震火災に備えるためには，事前復興のためのま

ちづくりといったハード対策と，地震火災に対して

安全な避難場所を確保することが欠かせないと考え

ている．そのためには，都市計画的なまちづくりの

評価と，安全な避難場所の評価システムと住民・行

政による熟議による防災計画が必要であると考えて

る．そのためのシステムとして，著者等は，既往の

研究5),6)を用いて地震火災熱リスク分析システムを

シミュレータに内包した． 

本システムの特徴は，国土地理院の国土空間デー

タを用いて，任意の地域の地震火災の延焼状況を，

風向，風速，出火点をパラメーターとして再現でき

る点である．また，シミュレータ上で，沿道の耐火

や，道路幅員の拡張化，防火樹木の防火効果をダイ

ナミックに再現できる点にある．防火樹木の延焼阻

害効果は，関東大震災・阪神淡路大震災においても，

火災が公園緑地で焼け止まる延焼遮断帯としての効

果が大きいことが示されている7)． 

また，関東大震災では公園緑地等に東京市民の7

割以上が避難して助かっている．阪神淡路大震災で

は，9市3町の719公園が被害を受けたが，公園全体

が使用不能になったものはわずか6か所に過ぎず，

他の都市施設に比較して被害は軽微であり，人々が

発災直後に逃げ込む避難場所としての役割を大いに

発揮した8)．そこで防火樹木の熱遮蔽効果と，延焼

領域からの輻射熱量算定システムを組み込み，人体

の耐輻射受熱量以上の領域を表示する機能を組み込

んだ．従って，多くの自治体で指定されている公園

や，学校の校庭などの避難場所の地震火災の安全性

を定量的に把握することができるとともに防火樹木

整備効果も定量的に把握できる．よって，樹木で覆

われた公園の安全性評価や，防災樹木を整備するこ
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とによる避難場所の安全性評価をダイナミックに提

示可能となった． 

本論文では，はじめに，開発したシステムの概要

を述べるとともに，神奈川県茅ケ崎市の広域避難場

所の安全性評価を行い，その後松山市の密集市街地

を対象に，既存避難場所の火災熱リスク分析を用い

た安全性を評価する．つぎに，防火樹木の整備によ

る安全性の再評価を行い，本システムを全国の密集

市街地で活用していただくための課題を整理する． 

 

2. 避難場所安全評価システムの開発 

 
開発システムの全体フローを図-1に示す．図中上

側は，対象地域の都市構造データである，建物ポリ

ゴンデータ（個々の建物の端点緯度経度情報，建物

属性情報），シミュレーションの背景画像となる道

路データを国土地理院の国土空間データから読み込

む必要がある．このためのシステムが図中のデータ

作成用ソフトである．国土空間データは，市町村単

位で読み込むため，マウスで拡大縮小しながら対象

地域を選択し決定ボタンを押すと，基本都市構造デ

ータが自動作成される．このデータは，緯度経度座

標データを，パソコンのピクセルデータ座標に変換

し，延焼計算に必要なパラメータである，木造建物

混成比，耐火建物混成比，建ぺい率を自動生成する．

しかし，国土空間データは，必ずしも最新のデータ

でないため，建物が新築されていたり，更地化され

ていたりするので，データ作成ソフトを用いて現状

の都市構造へと修正をする必要がある．また，ツバ

キやサンゴジュ，シイ類の防火樹木が植生していれ

ば，データ作成ソフトを用いて追加する． 

以上のデータを用いて，大震時火災延焼シミュレ

ーション・システムを用いて，外生要因である出火

点，風向，風速を入力すれば，当該地域の地震火災

の延焼状況をダイナミックに再現することができる．

システムのアウトプットより得られる情報は，対象

地域の延焼状況・延焼範囲，不燃化や道路拡幅によ

る都市計画による防火効果や，既存防火樹木による

防火効果である．  

上述したように，著者等は，大震時火災延焼シミ

ュレーション・システムを核として減災計画9),10)に

活用したいと考えている．現在，松山市の全ての連

合自主防災会の各地域のデータとシミュレーショ

ン・システムを提供している．また，管轄である各

消防署にもシミュレーション・システムをパソコン

にインストールしている．著者等は，2014年に，自

主防災組織，消防署職員を対象としたシミュレーシ

ョン説明会も実施している11)．それらの減災計画へ

の考え方は，専門家がシミュレーション・システム

を核として，人間の足し算として，住民に対しては，

視聴・操作することにより共助・自助の向上を期待

し，行政に対しても，提示・操作することによって

公助を期待するものである．シミュレーション・シ

ステムを，住民にとっては，防災教育・意識啓発と

して，行政にとっては，都市計画策定や，消防戦略

などの事前防備として活用が期待できる．そして，

行政の空間の足し算としてタイムラインの事前防備

が期待される． 

2015年1月と2月に，松山市危機管理と消防局が自

主防災会役員，消防団，自治会役員を対象に地区防

災計画の説明会を行っている．松山市では，逐次，

空間の足し算として，各連合自主防災会と連携し，

地区防災計画策定の支援を行う予定である．本シス

テムは，地震火災熱リスクによる避難場所の安全性

評価が可能なため，密集市街地での地区防災計画に

有効であると考えている． 

 

３. 神奈川県茅ケ崎市への適用研究 

 
(1) 対象地域概要 

神奈川県茅ケ崎市は神奈川県南部に位置し南は相

模湾に面している地域である．また，神奈川県の被

害想定12)では地震による延焼で18,000件以上の家屋

が焼失するとされている．茅ヶ崎市内で特に地震火

災の危険性の高い地域がJR東海道線以南の地域であ

る．この地域では住民120,000人に対して110,000人

を収容できるだけの避難所が存在し，その内の

78,000人を茅ヶ崎市ゴルフクラブで収容することと

なっている．このゴルフ場は周りを松林に囲まれて

いるが，高い借地料のために運営会社が閉鎖を決め

たために再開発される可能性がある．その場合，今

の松林を失うこととなるため，その松林と住民の命

を保護する避難所を守ろうと，住民が立ち上がって

いる地域である． 

国土空間データ(市町村)

対象地域

データ作成用ソフト

建物ポリゴンデータ，
道路データ

都市構造データ 出火点 風向・風速

更地、新築、樹木データの追加

大震時火災延焼シミュレーション・システム

・延焼範囲 ・都市計画による防火効果 ・樹木の防火効果
・避難場所の火災熱リスクに対する安全性評価

住民に対して 行政に対して

視聴・操作 提示・操作

共助・自助
の向上

防災教育
意識啓発

公助を促す

計画策定
事前防備

防災訓練
避難訓練

地域防災計画
都市計画的な対策

地区防災計画
避難計画

専門家

人間の
足し算

手段の
足し算

時間の
足し算

基本都市構造データ

空間の足し算

 
 

図-1 開発システムの全体フローと減災計画 
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(2)シミュレーション結果 

 茅ヶ崎市の広域避難場所のシミュレーションを作

成するにあたり，「広域避難場所を守る会」のY氏

に協力をいただき，緑地帯の高さ，幅についての情

報を教えていただき入力した．計算条件は，風向を

北に固定し，風速は茅ヶ崎市の平均風速である6m/s

と平成27年1月の最大風速である9m/sを用いて計算

を行う． 

 緑地帯がある場合で風速 6m/sの時のシミュレー

ション結果を図-2に示す．また，各風速ごとで樹

木の有無による避難場所の使用できる面積の割合を

図-3に示す．シミュレーション結果より，風速

6m/sの場合，緑地帯のある場合，今現在の面積の

約 9割を使用できるのに対し，緑地帯の無い場合で

は約 8割が使用可能という結果となり，風速 9m/s

の場合，使用できる面積が 8 割を切ってしまうとい

う結果となった．これより，樹木の存在が輻射熱を

遮断し，避難場所内への進入を防いでいることがわ

かるが，風速が強くなると輻射熱の及ぼす範囲が広

くなることがわかる． 

 

4. 松山市立花地区への適用研究 
 

(1) 立花地区の概要と想定されるリスク 

前述したように，松山市では連合自主防災会単位

の地区防災計画の推進を行っている．南海トラフ巨

大地震は発生すれば，市内の多くの地域が震度6強

の揺れとなり，松山市では， 8,037棟が全壊，

18,375棟が半壊し，58件の出火が発生すると想定さ

れている．そのうち消火できない31件が残出出火と

なり，風速4.9m/sの西風で，25,112棟，1135.16ha

が焼失すると想定されている．松山市の立花地区は，

市内の中でも非戦災地域であり，古い建物や，車の

離合が困難な細街路が多数存在する．立花5丁目地

区では，著者等によって， 2013年に大震時の火災

延焼シミュレーション・システムを用いた防災講演

会を行っている．講演会では，地震火災の延焼リス

クを提示し，特に，風速が大きい場合の避難につい

て考えて頂いた． 

本章では，立花地区を対象として，地区防災計画

を作成するに当たり，地震の火災の延焼リスクと共

に指定されている避難場所の火災熱による安全性に

ついて検討を行う． 

 はじめに，2.で述べたシステムを用いて今回，松

山市立花地区を対象地域として火災の延焼リスクと

避難場所の安全性の評価を行う．立花地区は松山市

の中心部の南側，石手川以南に位置し，図-4に示す

ように木造建物の密集する地域であり，地震時に火

災の発生が懸念されている地域である．また，図に

示している地域における市の一時避難場所に指定さ

れている場所は中村公園である．しかし，周りが木

造建物に囲まれていることから火災が発生した場合，

周りを火に囲まれ避難場所としての機能を果たせな

い可能性が高い．そこで，中村公園の代わりとなる

避難場所として周辺の畑や駐車場を代替地の候補と

して①から③を設定した．また，出火点は愛媛県の

被害想定4)を参考にしており，松山市全体で消防力

を発揮しても残る残出火件数が31件であると想定さ

れているため，当該地区においては火災が1件発生

すると仮定する． 

 

(1)延焼リスク提示による避難経路の安全性評価 

 まず，風速の違いによって延焼のリスクがどれほ

どあるのかを検証する． 

 風速は平常時の3m/sと強風時の6m/sの2つの風速

を想定，風向は西に固定，シミュレーション時間は

8時間と設定してシミュレーションを行う．図-5に

風速6m/sの時の延焼範囲を示す．図の丸印が出火点

であり，赤い十字線で示されているのが

2,050kcal/m2・hの輻射熱の範囲を示している．指

定避難場所となっている中村公園は十字により赤く

なっており，輻射熱が公園内まで達していることが

分かる．代替地の候補として挙げた3箇所に関して

も同様のことが言え，対策を行わずにいると周辺住

民が避難できない可能性も出てくる．次に風速ごと

の延焼範囲をグラフ化したものを図-6に示す．風速

3m/sの場合と風速6m/sの場合とでは8時間後の延焼

面積に約1.5倍もの違いが生じた．これは風速が増

加するにつれて延焼範囲は風向き側に広がっていき，

 
 

図-2 シミュレーションの様子 
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図-3 使用可能な面積の割合 
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それに伴い南北方向にも延焼が拡大していくためで

ある．また，本シミュレーションは図-7に示すよう

に延焼した建物にマウスのカーソルを合わせると建

物の発火時間が表示される．このことから，住民が

一体火災が発生してから何分後までに避難を開始す

ればよいか，また，避難場所へ避難してきたとして

もその避難場所が危険であるかを判断できる．そし

て，その場所が危険であると判断した場合，そこか

らどの方向に避難していけばよいのかを判断できる．

2

3

1

中村公園

 
 

図-4 立花地区概要 

 

 
 

図-5 風速 6m/sの場合の延焼範囲 
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図-6 風速ごとの延焼面積 

 
 

図-7 発火時間の表示 

 
表-1 避難場所の面積 

面積(m2)
735.48
2876.27
6007.05
4139.16

中村公園
代替地①
代替地②
代替地③  

 

表-2 避難場所の収容人数 

収容人数(人)

367
1438
3003
2069

中村公園
代替地①
代替地②
代替地③  

 

 
 

図-8 代替地 1の熱リスク最大となる時の延焼状況 
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このことから，何分後までにどの場所まで避難する

のがよいのかを住民同士で話し合うきっかけとなり，

地区防災計画における避難場所，避難経路の策定に

使用できると考えている． 

 

(2)避難場所の安全性評価 

 次に，各代替地における安全性評価を行う．今回

は代替地における熱リスクが最大となるように出火

点を設定する．指定避難場所の中村公園，各代替地

の面積を表-1に示し，各場所における収容可能人数

を表-2に示す．収容可能人数は周辺の火災から安全

な面積に対して一人あたり2㎡として算出した．今

回，中村公園周辺に出火点を置き，指定避難場所と

その代替地の安全評価を行う． 

 風速6m/sの時の延焼範囲を図-8に示す．また，避

難場所の周りに樹木を配置した場合の延焼状況を図

-9に示す．樹木は高さ・幅共に2m，遮蔽率を40%と

して設定してある．図-8に比べ輻射熱の避難場所内

への侵入を防いでいることが分かる．次に各避難場

所の使用可能率，収容可能人数をそれぞれ図-10，

図-11に示す．使用可能率においては樹木を設置し

ない場合では中村公園では使用不可，その他の避難

場所も30%を切るという結果となった．この結果か

ら，現在の状態では避難してきたとしても二次災害

に遭う可能性が十分高いことが分かる．樹木を設置

した場合では6割強が使用可能となり，避難場所と

して機能できる可能性がある．収容人数を見ても最

大の収容人数に対して樹木を設置した場合において

同じことが言える． 

 また，今回の場合ではその他の避難場所において

も熱リスクの影響が大きいことが分かる．これは，

風向・風速，木造家屋の密集している密度にも関係

する．つまり，今回設定した出火点の場合において

は，例え避難場所周辺に樹木を配置してもリスクは

ゼロになるわけではないことが分かる． 

このことから，当該地区の住民が安全に避難する

ためには東側を通る国道11号線を越える必要がある．

この国道11号線は片側2車線の4車線ある道路であり，

延焼遮断帯となっている．また，南側にも国道33号

線が通っており，この国道を越えることでも火災か

ら避難できる可能性が十分考えられる．この際にも，

建物の発火時間を確認することで火災発生から何時

間後までに国道を越えれば避難できるのかが分かり，

どの経路を通れば安全に避難できるかもわかるため，

住民同士の話し合いのツールとして活用して頂きた

いと考えている． 

 

5. おわりに 

 

(1)本研究のまとめ 

 著者等は，開発した大震時火災延焼シミュレーシ

ョン・システムに今回，輻射熱等の火災の熱リスク

の延焼状況と合わせて表示できるよう改良を行った．

このことから，避難場所や避難経路の安全性の評価

を行えることが可能となった． 

 神奈川県茅ケ崎市の広域避難場所の安全性評価を

行ったところ，緑地帯の有無と風速によって使用で

きる避難所の割合は，最大で 10%以上の開きがある

ことが分かった．今回，火災の出火点を入力するの

に，震度 7の場合に出火する可能性のある 9件で設

定し，その場所に関しては無作為に設定したため，

今後は築年数を考慮する必要があると思われる． 

 松山市立花地区を対象地域としてシミュレーショ

ンを行ったところ，市が指定する指定避難場所であ

る中村公園は周辺で火災が発生した場合，輻射熱に

 
 

図-9 緑地帯を設置した場合の延焼状況  
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図-10 収容可能人数 
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図-11 使用可能率 
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より避難することができないことが分かった．そこ

で，指定避難場所の代わりとなる代替地を3つ挙げ，

それぞれについて避難場所の安全性の評価を行った．

中村公園周辺で出火点を設定したところ，他の避難

場所においても輻射熱の影響が大きく出ることが分

かった．また，都市計画的な対策として避難場所周

辺に樹木を設置してもリスクがゼロとはならない．

このことから，当該地区の住民が安全に避難するに

は東，南側を走る国道を越える必要が出てくる．そ

の避難までに必要な時間は建物の発火時間から分か

り，どの避難経路を通れば安全に避難できるかの評

価も可能である． 

 以上より，改良したシミュレーションを用いて茅

ヶ崎市の広域避難場所と松山市立花地区の避難場所，

避難経路の安全性の評価を行った．風向・風速，出

火点の違いによって延焼状況は大きく変わってくる

ため，住民・行政と共にあらゆる状況を想定しシミ

ュレーションを用いてワークショップ等を行ってい

く必要があると考えている． 

 

(2)今後の展望 

 2章で述べたように，開発した避難場所安全評価

システムを用いることで，減災の実践的な定義であ

る「対策の足し算による被害の引き算」における足

し算の部分，「時間の足し算」，「空間の足し算」，

「人間の足し算」，「手段の足し算」の醸成が可能

であると考えている．シミュレーションを核とする

ことで，住民・行政の双方に対して防災意識に働き

かけ，住民・行政が共に地域の防災力を向上させる

ことで来る災害に対して万全の体制で迎えることが

できると考えている． 

 しかし，シミュレーションの提示等だけではここ

まで地域・行政が上手く機能できるとは考えていな

い．そこで著者等のような専門家がこの住民と行政

の間に入り，双方の架け橋的な役割を担う必要があ

ると考えている． 

 そのためにはCAUSEモデル13)の適用が好ましいと

考えている．CAUSEモデルにおけるリスクへの提示

やリスクに関する理解をシミュレーションを用いる

ことで提示し，その後の各段階において問題が生じ

た場合，専門家も加わり解決策を熟考していく．そ

れを住民・行政と共に行っていくことで地域の防災

力の向上へと繋がり，最終的には地域防災計画，地

区防災計画の作成に繋がると考えている．また，そ

の各計画においても見直しが必要な時が必ず来るた

め，その際も専門家が間に入り新たな計画の策定の

ためのワークショップ等を開き，地域の防災力を向

上させ，来る災害に備えるための準備（事前準備）

ができることが望ましいと考えている． 

 今後は，実際に地域に入り本シミュレータの視

聴・操作してもらい，本シミュレータが地域の防災

意識にどのような影響を与え，避難計画等にどのよ

うに反映されていくのかを見極める必要がある．ま

た，今後住民や行政が防災について議論することの

できる共通のツールとしての役割を担えるようなシ

ミュレータへと改良を行いたいと考えている． 
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